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歪む法治、壊される自治の現場から不正義を問う 

―「辺野古裁判」「交付金」「基地環境汚染」を例に 

 

沖縄県議会議員 仲村未央 

＜辺野古裁判をめぐる法治主義の破壊＞ 

■「承認」を得る国としての特権 

・公有水面埋立法。埋立免許を取得するには、国は「承認」、国以外は「許可」を得なけ 

ればならない。行政処分権限者は都道府県知事（法定受託事務） 

 ・国は、承認を得れば、自ら「公有水面」を廃止し、埋立地の所有権を得ることができる

（国は悪いことをしない、当然に守るべき規律を守る、知事に指導されるまでもない、との考

え方に立つ） 

・実際には、県の指導を無視。協議にさえ応じず、承認（仲井真知事による）の際に付さ

れた「留意事項」さえ踏み倒し 

■免許取得後は「私人」に 

 ・埋立法に基づき県知事から免許を得るのは国も民間と同じ⇒私人になることで行政不服

審査法を利用、所管庁に不服申し立て（審査請求） 

・所管庁（国交・農水）⇒県知事の「不承認」処分を取り消すよう勧告、是正の指示を繰

り返し（承認・許可を求める勧告も！）県の処分を無効化。閣内で擁護しあう茶番 

・国地方係争処理委員会⇒国交省は、事業者防衛省について「固有の資格」ではないと解

釈し審査請求を受けたのだから、「固有の資格」ではない。当委員会は一政府機関（総務

省）であるから国交大臣の考えを尊重する 

■思考停止する裁判所 

・県知事より当該処分（承認）を受けるための規律は実質的に異ならない⇒「承認」と「免

許」を同一視し、「固有の資格」にあたらないと判断 

・埋立免許事務を、法的受託事務＝県知事を処分権限者としている本質に迫らず外形で判

断。県知事の裁量権、地方自治の本旨 

 

 

＜財政自治に逆行する交付金の濫用＞ 

■沖縄振興・一括交付金（2012 年創設） 

「県の実情に即し、県の自主的な選択を尊重」 

 ・地方向け補助金 2012 年 71.5％→ 2022 年 54.0％ 

    国直轄分   〃   28.5％→   〃   45.9％ 
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■特定事業推進費（2019 年創設） 

 「地方向け補助金」の一部を同経費に切り替え。県を通じず、内閣府が市町村に直接交付

する制度を新設。国策に迎合的な市町村に重点的に交付して「政治的な配慮」をアピール 

■米軍再編交付金（2007 年創設） 政治姿勢で交付・不交付が決まる 

 稲嶺進元名護市長「海にも陸にも新基地はつくらせない」⇒交付なし 

 渡具知武豊現市長「国と県の裁判の推移を見守る」（移設容認とは言っていない） 

      ※一定の理解を示したと、防衛省が判断すれば⇒交付 

 

＜住民のいのちに対応しない主権放棄の地位協定＞ 

■PFAS 2016 年汚染が発覚 

嘉手納基地への立入調査要求から 6 年が経過するも実現せず 

■環境補足協定（日米地位協定、2015 年成立）、日本側の「立入り」を合意 

 立入り要件 

① 現に環境事故の通報があった場合 ･･･蓄積汚染が疑われる事案には機能せず 

② 返還合意された施設について返還 7 カ月前より申請 ･･･従来の文化財調査まで中断 

■環境に関するイニシアティブ 

▷環境に関する協力（1973、日米合同委員会合意） 

 地位協定により提供された施設を米軍が使用する際に生じうる汚染について適切な注意を払う。 

合理的理由がある場合、県、市町村は現地司令官に調査を要請することができる 

▷日本環境管理基準（JEGS）  

米国防省が策定した基準に沿って、環境に関する日本の国内法上の基準と米国の国内法上の基

準のうち、より厳格なものを選択する 

 ▷環境原則に関する共同発表（2000、日米安全保障協議委員会） 

  施設及び区域に隣接する地域住民並びに在日米軍関係者及びその家族の健康及び安全を確保 

▷合衆国外における環境汚染の浄化（2018、国防総省） 

  人の健康と安全に実質的な影響を与える可能性があることを認識している場合、調査を実施 

■なぜ立入調査を固持するのか 

汚染原因を断定しないことの“メリット” → 原因者責任を問われない 

・日米地位協定は原状回復義務を免除 

汚染行為に対する抑止力が働かない→いずれ日本が肩代わり。返還跡地法 

  ・排他的管理権、「作戦遂行上の支障がない限り･･･好意的考慮を払う」 

  ・米国、日本における法的拘束力のある基準がない 

  ・日本政府が物言わず、容認・黙認。住民の命あと回し 


